
○海輪社長からの説明事項 

 本日もお忙しい中、お集まりいただき、ありがとうございます。 

本日、私からは、「平成２５年度上半期の販売電力量実績」、「平成２５年度第

２四半期決算および平成２５年度業績予想」、および「今冬の電力需給見通し」

の三点について、ご説明いたします。 

 

 

○平成２５年度上半期の販売電力量実績について 

 はじめに、平成２５年度上半期の販売電力量実績について、ご説明いたしま

す。 

平成２５年度上半期の販売電力量につきましては、合計で３６７億２００万

ｋＷｈとなり、前年同期の実績と比較すると、５億ｋＷｈ程度減少し、率にし

て９８．６％の実績となりました。上半期の販売電力量が前年実績を下回りま

すのは、平成２３年度以来、２年ぶりとなります。 

販売電力量が前年実績を下回った要因としては、東日本大震災からの復興の

動きはみられますものの、前年と比べて夏場の気温が低めに推移したことによ

る冷房需要の減少に加え、大口電力において、「非鉄」、「機械」など輸出関連の

一部業種で生産減少の影響などがあったものと分析しております。 

 

 

○「平成２６年３月期（平成２５年度）・第２四半期決算」について 

 次に、平成２５年度第２四半期決算についてご説明いたします。なお、数値

につきましては連結ベースでご説明させていただきます。 

まず、収益面でありますが、当期の販売電力量は前年同期に比べ減少いたし

ました。しかしながら、９月１日から実施しております電気料金の値上げのほ

か、燃料費調整額の影響などにより、電灯・電力料が増加したことに加え、他

電力への販売電力料であります地帯間販売電力料が増加したことなどから、売

上高は９，１８０億円となり、前年同期に比べ７３６億円の増、率にして８．

７％の増となりました。 

なお、売上高に営業外収益を加えた経常収益は９，２１９億円となり、前年

同期に比べ７２３億円の増、率にして８．５％の増となりました。 

一方、費用面につきましては、経費全般にわたる徹底した効率化に取り組ん

でいるところでありますが、東日本大震災で被災した設備の復旧に伴う減価償

却費の増加や購入電力料の増加などにより、経常費用は９，３０１億円となり、

前年同期に比べ４７１億円の増、率にして５．３％の増となりました。 

この結果、経常損益は前年同期に比べ２５１億円の損失幅縮小となる、８１



億円の損失となりました。第２四半期決算における経常損失は、平成２３年度

以来３年連続となります。 

また、四半期純損益につきましては、当社の退職給付制度の改定に伴う退職

給付債務の減少額として、１６２億円を特別利益に計上したことなどから、前

年同期に比べ３８７億円増の１８億円の利益となりました。 

なお、連結決算の経常損益について、損失幅が前年同期に比べ２５１億円縮

小したと申し上げましたが、この主な要因について補足いたします。 

まず、 

・電気料金の値上げによる収入増として、６０億円程度 

・燃料費の安い石炭火力である原町火力発電所１、２号機の営業運転再開によ

る効果として、４００億円程度 

などの収支改善要因がありました。 

一方、原油など燃料のＣＩＦ価格の低下はありましたが、円安の進行に伴う

燃料費の増加があったことから、燃料費全体としては、差し引き２６０億円程

度の収支悪化影響がありました。 

この結果、損失幅が前年同期に比べ２５１億円縮小したものです。 

なお、当社個別の決算につきましては、連結決算と重複いたしますので、説

明を割愛させていただきます。 

 

 

○平成２６年３月期（平成２５年度）業績予想について 

 続きまして、平成２５年度通期の業績予想について、ご説明いたします。 

 通期業績予想につきましては、電気料金の値上げ認可時に売上高の見通しを

お知らせしておりましたが、料金審査の厳しい結果等を踏まえ、利益の見通し

は未定とし、これまで支出面を中心とした見直しを進めてまいりました。 

今般、支出面の見直しなど、現時点において一定の目処がついたことから、

利益を含めた業績予想を算定いたしました。 

 売上高は、電気料金値上げによる収入の増加のほか、燃料費調整制度による

収入増や、再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基づく賦課金の増なども

あり、２兆１００億円程度となる見通しです。ただし、燃料費調整制度や固定

価格買取制度に基づく賦課金による収入の増加については、その分費用として

の支出も増加することから、収支の改善には寄与いたしません。 

一方、費用面では、東日本大震災で被災した火力発電所の復旧に伴う減価償

却費の増加などがあるものの、原町火力発電所の復旧により原子力停止に伴う

火力燃料費の増加が抑制されるものと見込んでおります。加えて、当年度の厳

しい収支状況を踏まえ、さらに徹底した効率化を推進していくこととしており、



この結果、経常損益は黒字回復し、１６０億円程度の利益を確保できる見通し

となっております。また、当期純損益についても１５０億円程度の黒字となる

見通しであります。 

当社の通期の決算が黒字回復いたしますのは、当期純利益ベースでは、平成

２１年度決算以来４期ぶりのこととなります。 

なお、通期の経常利益につきましては、前年度の９３２億円の損失から１，

１００億円程度改善いたします。この主な要因につきまして補足いたします。 

まず、改善要因として、 

・電気料金の値上げによる収入増として、８８０億円程度 

・燃料費の安い石炭火力である原町火力発電所１、２号機の営業運転再開によ

る収支改善効果が、５７０億円程度 

一方、悪化要因として、 

・震災で被災した火力発電所の復旧などに伴う減価償却費の増として、１６０

億円程度 

・原子力損害賠償支援機構法に基づく負担金の支出増として、５０億円程度 

などがあるものと分析しております。 

以上のとおり、当社の平成２５年度通期業績予想はなんとか黒字を確保でき

る見通しとなっておりますが、前年度と同様に、原子力発電所が長期停止して

いること、また、電気料金の値上げ認可における厳しい査定結果や、値上げ実

施時期が当初の予定から２ヵ月遅れたことなど、厳しい収支状況にあります。 

こうした中、何としても４期連続の赤字を回避するため、経営効率化の徹底

や前倒しを推し進めるとともに、安定供給に支障のない範囲で、修繕費や一般

経費において緊急的な支出抑制や繰り延べを実施することなどを前提として、

黒字確保の見通しを得たものであります。 

今年度の黒字化は、こうした対応のほか、特別利益の計上など一時的な要因

によるところが大きく、収益基盤はいまだ安定しておりません。当社といたし

ましては、まずは電気料金の値上げ申請時に織り込んだ８０６億円の効率化を

達成できるよう、必死になって取り組んでいるところでありますが、今後、中

長期的に効果が持続する構造的なコスト低減の検討を加速し、早期に収益基盤

の安定化を図ることができるよう鋭意取り組んでまいります。 

 

続きまして、配当について申し上げます。 

第２四半期決算では、特別利益を計上したことなどから、四半期純利益は５

４億円となりましたが、経常損益は６４億円の損失となりました。また、東日

本大震災等により、平成２２年度以降大幅な当期純損失を計上し、財務基盤が

著しく毀損しており、その回復を図る必要があります。 



こうした状況を総合的に勘案した結果、株主の皆さまには誠に申し訳なく存

じますが、中間配当につきましては、本日の取締役会において実施を見送らせ

ていただくことといたしました。 

また、先ほど通期の業績予想についてご説明いたしましたが、期末配当予想

につきましては、「効率化施策の進捗状況や今後の需給状況等を踏まえた通期の

業績」や、「原子力発電所の再稼働時期等を踏まえた中長期的な収支見通し」お

よび、「東日本大震災等により悪化した財務基盤の今後の状況」等を慎重に見極

める必要があることなどから、現時点では引き続き「未定」とさせていただい

ております。 

決算の関係については以上であります。 

 

 

○今冬の電力需給見通しについて 

最後に、今月２３日に、国の電力需給検証小委員会において今冬の電力需給

の見通しに係る報告書が取りまとめられましたので、改めて私からお話しさせ

ていただきます。 

今冬の需要想定には、皆さまからご協力いただける節電の定着分としてそれ

ぞれ２６万ｋＷ程度を織り込んでおります。 

また、国の電力需給検証小委員会において、今冬から風力発電を供給力に計

上すると整理されたことから、１月には４万ｋＷ程度、２月には３万ｋＷ程度

を供給力に計上しております。 

この結果、今冬の需給見通しとしては、厳寒時を想定した場合、１月で予備

力１４８万ｋＷ、予備率１０．６％、２月で予備力１２２万ｋＷ、予備率８．

９％と想定しております。 

このように、今冬は予備率として１０％前後を確保できる見通しですが、そ

のための主な取り組みといたしまして、火力では、緊急設置電源や長期計画停

止火力発電所の運転、ならびに発電所の点検時期が需要のピーク期間に極力重

ならないよう最大限の調整をしております。 

水力では、平成２０年より進めてまいりました当社水力発電所初の大規模改

修工事を終えた豊実発電所の営業運転の再開や、平成２３年７月に発生した新

潟・福島豪雨により被災した水力発電所の運転を一定程度織り込んでおります。 

新潟・福島豪雨では、水力発電所２９箇所が被災し、当時の供給力でみると

１００万ｋＷ程度が失われましたが、これまでに２３箇所、供給力として２２

万ｋＷ程度が運転を再開いたしました。 

まだ運転を再開していない水力発電所についても、河川災害復旧工事の進捗

状況や当社設備の復旧状況を踏まえ、今後、順次運転を再開する予定としてお



ります。そのうち、今冬（１月）は、揚水式である第二沼沢発電所などの運転

再開を見込んでおり、新潟・福島豪雨水害で喪失した１００万ｋＷの供給力の

うち、５０万ｋＷ近くまで回復するものとみております。 

このほかにも、これまで同様、自家発からの余剰電力購入のほか、需要面で

は需給調整契約の積み上げ、節電へのご協力のお願いなど、需給両面からあら

ゆる対策を進めております。しかし、寒波の到来による電力需要の急激な増加

や、震災以降、高稼働を続けている火力発電所の予期せぬトラブルでの停止な

ど、不測の事態が重なることにより、需給が逼迫するリスクがあるものと考え

ておりますので、引き続き緊張感を持って設備の運転、保守にあたり、安定供

給に全力を尽くしてまいります。 

 

本日、私からは以上です。 


